
 

 

((基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数はは約約2200年年間間でで半半減減))  
基幹的農業従事者1数は約20年間で半減しており、平成12(2000)年の240万⼈から令和

6(2024)年は111万4千⼈にまで減少しています(図図表表22--33--22)。このうち49歳以下の基幹的農
業従事者数は12万5千⼈と全体の11.2%を占めている⼀⽅、65歳以上は79万9千⼈と全体の
71.7%を占めています。また、令和6(2024)年の基幹的農業従事者の平均年齢は69.2歳とな
っており、⾼齢化が進⾏しています。 

 

 
  
((基基幹幹的的農農業業従従事事者者のの年年齢齢割割合合はは部部⾨⾨別別にに⾒⾒るるとと異異ななるる状状況況))  

販売⾦額1位の部⾨別に基幹的農業従事者の年齢割合を⾒ると、稲作や果樹類では70歳
以上の⾼齢者層が半数以上を占めているものの、施設野菜・酪農・養豚・養鶏では49歳以
下の若年層が2割を超えており、他の品⽬に⽐べ割合が⾼くなっています(図図表表22--33--33)。農
業の中でも扱う品⽬によって働き⽅は異なっており、年齢割合の違いに影響していること
がうかがわれます。 

⼀⽅、法⼈その他団体経営体の農業就業者は、各部⾨でバランスの取れた年齢割合とな
っており、若年層の割合も多くなっています。法⼈その他団体経営体では、若年層の雇⽤
が進んでいることがうかがわれます。 

 

 
1 トピックス3を参照 

図表2-3-2 基幹的農業従事者数と平均年齢 

資料：農林⽔産省「2000年世界農林業センサス」、「2005年農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年農林業セン
サス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 
2) 平成12(2000)年及び平成17(2005)年については販売農家の数値 
3) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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第第33節節  担担いい⼿⼿のの育育成成・・確確保保とと多多様様なな農農業業者者にによよるる農農業業⽣⽣産産活活動動  

 
 
農業者の減少・⾼齢化等に直⾯している我が国の農業が、成⻑産業として持続的に発展

していくためには、効率的かつ安定的な農業経営を⽬指す担い⼿の育成・確保が必要です。
また、地域農業を維持し、持続可能なものとしていくためには、担い⼿の育成・確保の取
組と併せて、地域の話合いを基に、農業を副業的に営む経営体等の多様な農業者による農
業⽣産活動等を通じた農地の確保が図られることも重要です。 

本節では、農業経営体の動向、経営継承・新規就農、多様な農業者による農業⽣産活動
等の取組について紹介します。 

 
((11))  農農業業経経営営体体のの動動向向等等  
((農農業業経経営営体体数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  

農業経営体数については減少傾向で推移しており、令和6(2024)年は前年に⽐べ5.0%減
少し88万3千経営体となりました(図図表表22--33--11)。 

このうち個⼈経営体は前年に⽐べ5.2%減少し84万2千経営体(全体の95.4%)となった⼀
⽅、団体経営体は前年に⽐べ0.7%増加し4万1千経営体(全体の4.6%)となっています。 

なお、個⼈経営体のうち、主業経営体は17万7千経営体、準主業経営体は10万2千経営体、
副業的経営体は56万4千経営体となっています。 

 

 
 

図表2-3-1 農業経営体数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年の個⼈経営体については販売農家の数値、団体経営体については農家以外の農業事業体及び農業サービス事業体の数
値を合計したもの。平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 

3) 主業経営体…農業所得が主(世帯所得の50％以上が農業所得)で、1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がいる
個⼈経営体 

準主業経営体…農外所得が主(世帯所得の50％未満が農業所得)で、1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がい
る個⼈経営体 

副業的経営体…1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がいない個⼈経営体 
4) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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((基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数はは約約2200年年間間でで半半減減))  
基幹的農業従事者1数は約20年間で半減しており、平成12(2000)年の240万⼈から令和

6(2024)年は111万4千⼈にまで減少しています(図図表表22--33--22)。このうち49歳以下の基幹的農
業従事者数は12万5千⼈と全体の11.2%を占めている⼀⽅、65歳以上は79万9千⼈と全体の
71.7%を占めています。また、令和6(2024)年の基幹的農業従事者の平均年齢は69.2歳とな
っており、⾼齢化が進⾏しています。 

 

 
  
((基基幹幹的的農農業業従従事事者者のの年年齢齢割割合合はは部部⾨⾨別別にに⾒⾒るるとと異異ななるる状状況況))  

販売⾦額1位の部⾨別に基幹的農業従事者の年齢割合を⾒ると、稲作や果樹類では70歳
以上の⾼齢者層が半数以上を占めているものの、施設野菜・酪農・養豚・養鶏では49歳以
下の若年層が2割を超えており、他の品⽬に⽐べ割合が⾼くなっています(図図表表22--33--33)。農
業の中でも扱う品⽬によって働き⽅は異なっており、年齢割合の違いに影響していること
がうかがわれます。 

⼀⽅、法⼈その他団体経営体の農業就業者は、各部⾨でバランスの取れた年齢割合とな
っており、若年層の割合も多くなっています。法⼈その他団体経営体では、若年層の雇⽤
が進んでいることがうかがわれます。 

 

 
1 トピックス3を参照 

図表2-3-2 基幹的農業従事者数と平均年齢 

資料：農林⽔産省「2000年世界農林業センサス」、「2005年農林業センサス」、「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年農林業セン
サス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 
2) 平成12(2000)年及び平成17(2005)年については販売農家の数値 
3) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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農業者の減少・⾼齢化等に直⾯している我が国の農業が、成⻑産業として持続的に発展

していくためには、効率的かつ安定的な農業経営を⽬指す担い⼿の育成・確保が必要です。
また、地域農業を維持し、持続可能なものとしていくためには、担い⼿の育成・確保の取
組と併せて、地域の話合いを基に、農業を副業的に営む経営体等の多様な農業者による農
業⽣産活動等を通じた農地の確保が図られることも重要です。 

本節では、農業経営体の動向、経営継承・新規就農、多様な農業者による農業⽣産活動
等の取組について紹介します。 

 
((11))  農農業業経経営営体体のの動動向向等等  
((農農業業経経営営体体数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  

農業経営体数については減少傾向で推移しており、令和6(2024)年は前年に⽐べ5.0%減
少し88万3千経営体となりました(図図表表22--33--11)。 

このうち個⼈経営体は前年に⽐べ5.2%減少し84万2千経営体(全体の95.4%)となった⼀
⽅、団体経営体は前年に⽐べ0.7%増加し4万1千経営体(全体の4.6%)となっています。 

なお、個⼈経営体のうち、主業経営体は17万7千経営体、準主業経営体は10万2千経営体、
副業的経営体は56万4千経営体となっています。 

 

 
 

図表2-3-1 農業経営体数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」を基に作成 
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)年の沖縄県については前年12⽉1⽇時点の数値 

2) 平成12(2000)年の個⼈経営体については販売農家の数値、団体経営体については農家以外の農業事業体及び農業サービス事業体の数
値を合計したもの。平成17(2005)年以降は農業経営体の数値 

3) 主業経営体…農業所得が主(世帯所得の50％以上が農業所得)で、1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がいる
個⼈経営体 

準主業経営体…農外所得が主(世帯所得の50％未満が農業所得)で、1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がい
る個⼈経営体 

副業的経営体…1年間に⾃営農業に60⽇以上従事している65歳未満の世帯員がいない個⼈経営体 
4) 令和3(2021)〜6(2024)年については、農業構造動態調査の結果であり、標本調査により把握した推定値 
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((農農業業者者年年⾦⾦のの被被保保険険者者数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  
農業者年⾦は、農業従事者のうち厚⽣年⾦に加⼊していない⾃営農業に従事する個⼈が

任意で加⼊できる年⾦制度です。同制度においては農業者の減少・⾼齢化等に対応した積
⽴⽅式・確定拠出型が採⽤されており、農林⽔産省では、⻘⾊申告を⾏っている認定農業
者等やその者と家族経営協定を結び経営参画している配偶者・後継者等⼀定の要件を満た
す対象者の保険料負担を軽減するための政策⽀援を実施し、農業者の⽼後⽣活の安定と農
業者の確保を図っています。 

農業者年⾦の被保険者数については減
少傾向で推移しており、令和5(2023)年度
は前年度に⽐べ667⼈減少し4万3,909⼈と
なっています(図図表表22--33--44)。⼀⽅、受給権者
数については増加傾向で推移しており、令
和5(2023)年度は前年度に⽐べ2,037⼈増
加し5万7,413⼈となっています。 

年⾦等を給付する事業を実施している独
⽴⾏政法⼈農 業 者

のうぎょうしゃ
年⾦
ねんきん

基⾦
き き ん

では、農業者
年⾦事業の業務の⼀部を担う農業委員会系
統組織及び農協系統組織と連携して、若者
や⼥性の加⼊拡⼤に向け、推進活動を実施
しています。 

 
((22))  経経営営継継承承やや新新規規就就農農、、⼈⼈材材育育成成・・確確保保等等  
((規規模模のの⼩⼩ささなな経経営営体体ににおおけけるる後後継継者者のの確確保保はは深深刻刻なな状状況況))  

5年以内に農業経営を引き継ぐ後継者を
確保している経営体の割合は全体で3割未
満であり、経営耕地⾯積規模別に⾒ると、
平地農業地域では規模が⼤きい経営体ほど
後継者の確保割合は⾼まっています(図図表表
22--33--55)。⼀⽅で、50ha以上の層においても
その割合は6割以下にとどまっており、規
模の⼩さな1ha未満の層においては、2割程
度になっています。 

他の農業地域類型区分でも同様の傾向が
⾒られており、農業経営の後継者が⼗分に
確保されていない状況です。農業⽣産基盤
を維持していくためには、農地はもとより、
農地以外の施設等の経営資源や、技術・ノ
ウハウ等を次世代の経営者に引き継ぎ、計
画的な経営継承を促進することが必要とな
っています。 

農林⽔産省は、将来にわたって地域の農地利⽤等を担う経営体を確保するため、地域の
担い⼿から経営を継承した後継者が⾏う経営発展に向けた取組を市町村と⼀体となって⽀

図表2-3-5 経営耕地⾯積規模別に⾒た5年以内
に農業経営を引き継ぐ後継者を確
保している経営体の割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
注：1) 令和2(2020)年2⽉1⽇時点の平地農業地域の数値 

2) 農業地域類型区分は平成29(2017)年12⽉改定のもの 
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図表2-3-4 農業者年⾦の被保険者数と受給権
者数 

資料：独⽴⾏政法⼈農業者年⾦基⾦資料 
注：平成13(2001)年に改正された農業者年⾦制度における被保険

者数及び受給権者の各年度末時点の数値 
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資料：農林⽔産省「令和6年農業構造動態調査」を基に作成 
注：1) 令和6(2024)年2⽉1⽇時点の数値 

2) 基幹的農業従事者数は、15歳以上の世帯員のうち、ふだん
仕事として主に⾃営農業に従事している者の数値 

((ココララムム))  ⽶⽶国国ででもも⾼⾼齢齢化化のの傾傾向向がが続続くくもものののの、、⽇⽇⽶⽶でではは農農業業従従事事者者のの年年齢齢構構成成にに差差 
我が国では、農業者の減少・⾼齢化が⼤きな課題となっており、基幹的農業従事者数は、令和

6(2024)年には111万4千⼈、うち70歳以上の層が60.9%を占め、平均年齢は69.2歳となっています(図図
表表11)。 

令和6(2024)年2⽉に⽶国農務省が公表した調査では、⽶国でも引き続き農業従事者の⾼齢化傾向
が続いていると分析しています(図図表表22)。 

同調査によると、⽶国の農業従事者の平均年齢は、令和4(2022)年は58.1歳と前回調査時の平成
29(2017)年に⽐べ0.6歳上昇しました。また、農業従事者数を年齢別に⾒ると、55歳未満の層が全体
の約4割を占めているものの、年齢構成のピークは55〜64歳と65〜74歳の⼆つの層となっています。

我が国と⽶国では、全⼈⼝の年齢構成が異なり、農業を取り巻く環境も異なるため、⼀概に⽐較
することはできませんが、我が国では⽶国よりも⾼齢の農業従事者が全体に占める割合が多いこと
がうかがわれます。 

図図表表11  ⽇⽇本本のの年年齢齢別別のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数  図図表表22  ⽶⽶国国のの年年齢齢別別のの農農業業従従事事者者数数  

資料：⽶国農務省 “2022 Census of Agriculture”を基に農林⽔産省作
成 

注：1) 令和4(2022)年の数値 
2) 農業従事者数は、農業に従事した世帯員の数値 
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124.3万⼈(36.8%)

図表2-3-3 販売⾦額1位の部⾨別に⾒た基幹的農業従事者と農業就業者の年齢割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」(組替集計)を基に作成 
注：1) 令和2(2020)年2⽉1⽇時点の数値 

2) 団体経営体の農業就業者は、役員・構成員(年間150⽇以上従事)と常雇いの数値を合計したもの 

（法⼈その他団体経営体の農業就業者の年齢割合) （基幹的農業従事者(個⼈経営体)の年齢割合) 
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((農農業業者者年年⾦⾦のの被被保保険険者者数数はは減減少少傾傾向向でで推推移移))  
農業者年⾦は、農業従事者のうち厚⽣年⾦に加⼊していない⾃営農業に従事する個⼈が

任意で加⼊できる年⾦制度です。同制度においては農業者の減少・⾼齢化等に対応した積
⽴⽅式・確定拠出型が採⽤されており、農林⽔産省では、⻘⾊申告を⾏っている認定農業
者等やその者と家族経営協定を結び経営参画している配偶者・後継者等⼀定の要件を満た
す対象者の保険料負担を軽減するための政策⽀援を実施し、農業者の⽼後⽣活の安定と農
業者の確保を図っています。 

農業者年⾦の被保険者数については減
少傾向で推移しており、令和5(2023)年度
は前年度に⽐べ667⼈減少し4万3,909⼈と
なっています(図図表表22--33--44)。⼀⽅、受給権者
数については増加傾向で推移しており、令
和5(2023)年度は前年度に⽐べ2,037⼈増
加し5万7,413⼈となっています。 

年⾦等を給付する事業を実施している独
⽴⾏政法⼈農 業 者

のうぎょうしゃ
年⾦
ねんきん

基⾦
き き ん

では、農業者
年⾦事業の業務の⼀部を担う農業委員会系
統組織及び農協系統組織と連携して、若者
や⼥性の加⼊拡⼤に向け、推進活動を実施
しています。 

 
((22))  経経営営継継承承やや新新規規就就農農、、⼈⼈材材育育成成・・確確保保等等  
((規規模模のの⼩⼩ささなな経経営営体体ににおおけけるる後後継継者者のの確確保保はは深深刻刻なな状状況況))  

5年以内に農業経営を引き継ぐ後継者を
確保している経営体の割合は全体で3割未
満であり、経営耕地⾯積規模別に⾒ると、
平地農業地域では規模が⼤きい経営体ほど
後継者の確保割合は⾼まっています(図図表表
22--33--55)。⼀⽅で、50ha以上の層においても
その割合は6割以下にとどまっており、規
模の⼩さな1ha未満の層においては、2割程
度になっています。 

他の農業地域類型区分でも同様の傾向が
⾒られており、農業経営の後継者が⼗分に
確保されていない状況です。農業⽣産基盤
を維持していくためには、農地はもとより、
農地以外の施設等の経営資源や、技術・ノ
ウハウ等を次世代の経営者に引き継ぎ、計
画的な経営継承を促進することが必要とな
っています。 

農林⽔産省は、将来にわたって地域の農地利⽤等を担う経営体を確保するため、地域の
担い⼿から経営を継承した後継者が⾏う経営発展に向けた取組を市町村と⼀体となって⽀

図表2-3-5 経営耕地⾯積規模別に⾒た5年以内
に農業経営を引き継ぐ後継者を確
保している経営体の割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
注：1) 令和2(2020)年2⽉1⽇時点の平地農業地域の数値 

2) 農業地域類型区分は平成29(2017)年12⽉改定のもの 
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資料：独⽴⾏政法⼈農業者年⾦基⾦資料 
注：平成13(2001)年に改正された農業者年⾦制度における被保険

者数及び受給権者の各年度末時点の数値 
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資料：農林⽔産省「令和6年農業構造動態調査」を基に作成 
注：1) 令和6(2024)年2⽉1⽇時点の数値 

2) 基幹的農業従事者数は、15歳以上の世帯員のうち、ふだん
仕事として主に⾃営農業に従事している者の数値 

((ココララムム))  ⽶⽶国国ででもも⾼⾼齢齢化化のの傾傾向向がが続続くくもものののの、、⽇⽇⽶⽶でではは農農業業従従事事者者のの年年齢齢構構成成にに差差 
我が国では、農業者の減少・⾼齢化が⼤きな課題となっており、基幹的農業従事者数は、令和

6(2024)年には111万4千⼈、うち70歳以上の層が60.9%を占め、平均年齢は69.2歳となっています(図図
表表11)。 

令和6(2024)年2⽉に⽶国農務省が公表した調査では、⽶国でも引き続き農業従事者の⾼齢化傾向
が続いていると分析しています(図図表表22)。 

同調査によると、⽶国の農業従事者の平均年齢は、令和4(2022)年は58.1歳と前回調査時の平成
29(2017)年に⽐べ0.6歳上昇しました。また、農業従事者数を年齢別に⾒ると、55歳未満の層が全体
の約4割を占めているものの、年齢構成のピークは55〜64歳と65〜74歳の⼆つの層となっています。

我が国と⽶国では、全⼈⼝の年齢構成が異なり、農業を取り巻く環境も異なるため、⼀概に⽐較
することはできませんが、我が国では⽶国よりも⾼齢の農業従事者が全体に占める割合が多いこと
がうかがわれます。 

図図表表11  ⽇⽇本本のの年年齢齢別別のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数  図図表表22  ⽶⽶国国のの年年齢齢別別のの農農業業従従事事者者数数  

資料：⽶国農務省 “2022 Census of Agriculture”を基に農林⽔産省作
成 

注：1) 令和4(2022)年の数値 
2) 農業従事者数は、農業に従事した世帯員の数値 
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55歳未満の層の農業従事者は
124.3万⼈(36.8%)

図表2-3-3 販売⾦額1位の部⾨別に⾒た基幹的農業従事者と農業就業者の年齢割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」(組替集計)を基に作成 
注：1) 令和2(2020)年2⽉1⽇時点の数値 

2) 団体経営体の農業就業者は、役員・構成員(年間150⽇以上従事)と常雇いの数値を合計したもの 

（法⼈その他団体経営体の農業就業者の年齢割合) （基幹的農業従事者(個⼈経営体)の年齢割合) 
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農準備段階や就農直後の経営確⽴を⽀援する資⾦や雇⽤就農を促進するための資⾦の交付
に加え、経営発展のための機械・施設等の導⼊を地⽅と連携して親元就農も含めて⽀援す
るとともに、伴⾛機関等による研修向け農場の整備、新規就農者への技術サポート等の取
組を⽀援しています。 

このほか、農業経営基盤強化促進法に基づき、⻘年等就農計画を作成し市町村から計画
の認定を受けた認定新規就農者は、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.3%増加し1万806⼈
となりました。農林⽔産省では、将来において効率的かつ安定的な農業経営の担い⼿に発
展するような⻘年等の就農を促進するため、新規就農施策を重点的に⽀援しています。 

 

 
 
 

((11)) ラライイフフスステテーージジのの変変化化にに合合わわせせてて、、新新規規就就農農にに挑挑戦戦  
福岡県⼤⽊町

お お き ま ち
の⽴⽯宜丈

たていしよしひろ
さんは、令和2(2020)年から新規就農し

て、同県の名産品である「あまおう」の栽培に取り組んでいます。 
⽴⽯さんは、元々⼤阪府で会社員をしていましたが、実家が⾷品

加⼯業を営んでおり、独⽴して農業経営に取り組みたいと考えてい
ました。そのような中、⼦供が⼩学校に⼊学したタイミングをきっ
かけに、農業の収⽀計画や⻑期的な貯蓄計画を作成し、家族の理解
を得て、妻の出⾝地である福岡県で農業を始めました。 

 
((22)) 新新規規就就農農のの⽀⽀援援をを受受けけ、、就就農農11年年⽬⽬かからら福福岡岡県県平平均均以以上上のの単単収収をを

達達成成  
まず、就農に当たっては、公益財団法⼈福岡県

ふくおかけん
農 業
のうぎょう

振興
しんこう

推進
すいしん

機構
き こ う

に
相談し、⼤⽊町新規就農

おおきまちしんきしゅうのう
育成
いくせい

⽀援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

を通じて、研修機関である
株式会社 N J

エヌジェイ
アグリサポートで1年間研修を受けて、いちごの栽培技

術を学びました。 
農業を開始する際には、農地を確保することが課題となりましたが、地域⾏事で知り合った近隣の

住⺠から情報を得て、農地を確保することが出来ました。 
また、いちごの栽培に当たっては、ハウスを建設しますが、栽培を開始できるタイミングが9⽉で

あり、8⽉中旬までに必要な床づくり等の作業を⾏う必要があります。その際には、研修機関の卒業
⽣が集まって⼿伝ってくれたため、短い期間で床づくりを終えることができ、スムーズに栽培を始め
ることが出来ました。 

このように、研修機関の卒業⽣や近隣の住⺠の助⼒があり、就農1年⽬から福岡県平均以上の単収
を達成しています。 

さらに、資⾦⾯では農業次世代⼈材投資資⾦(経営開始型)＊や無利⼦の融資である⻘年等就農資⾦
を活⽤して、トラクター等の必要な機材を揃えており、就農3年⽬には、中古ハウスや農地を借りて
44aまで規模拡⼤を実現させ、安定した農業経営を⾏っています。 

 
((33)) 地地域域やや⼈⼈ととののつつななががりりをを⼤⼤切切ににししてて、、安安定定ししたた農農業業経経営営をを継継続続  

⽴⽯さんは、⾃らを受け⼊れてくれた産地に感謝しており、地域や⼈とのつながりを⼤切にしてい
ます。今後は、産地の維持を図るため、雇⽤確保に向けた従業員の募集・育成の強化、就業体制の整
備を検討しながら、安定した農業経営を続けていくこととしています。 

 
＊ 令和6(2024)年度における名称は、経営開始資⾦ 

⽴⽴⽯⽯宜宜丈丈ささんん  
資料：⽴⽯宜丈さん  

((事事例例))  新新規規就就農農のの育育成成⽀⽀援援をを受受けけ、、安安定定ししたた農農業業経経営営をを実実現現((福福岡岡県県))  

 

 

援するとともに、都道府県が整備している農業経営・就農⽀援センターにおいて相談対応
や専⾨家による経営継承計画の策定⽀援、就農希望者と経営移譲希望者とのマッチングへ
の⽀援を⾏うなど、円滑な経営継承を進めています。 

 
((新新規規就就農農者者数数がが前前年年にに⽐⽐べべ減減少少))  

令和5(2023)年の新規就農者数は、前年に⽐べ5.2%減少し4万3,460⼈となりました(図図表表
22--33--66)。就農形態別で⾒ると、令和5(2023)年の新規⾃営農業就農者は前年に⽐べ3.4%減
少し3万330⼈、新規雇⽤就農者は前年に⽐べ12.0%減少し9,300⼈、新規参⼊者は前年に⽐
べ1.0%減少し3,830⼈となりました。特に新規雇⽤就農者数については、他産業との雇⽤
労働者の採⽤競争や、厳しい経営環境が求⼈数に影響した可能性等が考えられます。 

年齢階層別では、60〜64歳の新規就農者数は、前年に⽐べ20.7%減少し5,350⼈となりま
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となりました。さらに、49歳以下の新規就農者数のうち新規雇⽤就農者の割合は、令和
5(2023)年には新規⾃営農業就農者(40.4%)を上回る43.3%を占めており、新規就農者の受
け⽫としても法⼈経営体の役割が⼤きくなっています。 

 

 
 
農業者の減少・⾼齢化が進む中、地域農業を持続的に発展させていくためには、農業の

内外から若年層の新規就農を促進する必要があります。 
このため、農林⽔産省では、農業への⼈材の⼀層の呼び込みと定着を図るため、就農相

談会の開催や、職業としての農業の魅⼒の発信等について⽀援を⾏っています。また、就

図表2-3-6 新規就農者数 

資料：農林⽔産省「新規就農者調査結果」 
注：1) 平成26(2014)年以降については、新規参⼊者は従来の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」が含まれる。 

2) 平成26(2014)年以前は当該年の4⽉1⽇〜翌年の3⽉31⽇、平成27(2015)年以降は当該年の2⽉1⽇〜翌年の1⽉31⽇の1年間に新規
就農した者の数値 

3) 令和6年能登半島地震の影響により、令和5(2023)年の新規⾃営農業就農者数及び新規雇⽤就農者数については、⽯川県の7市町(七
尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、中能登町、⽳⽔町及び能登町)以外の調査対象者の調査結果から算出したもの。令和5(2023)年
の新規参⼊者数については、⽯川県の6市町(七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、⽳⽔町及び能登町)を除いて集計したもの 
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農準備段階や就農直後の経営確⽴を⽀援する資⾦や雇⽤就農を促進するための資⾦の交付
に加え、経営発展のための機械・施設等の導⼊を地⽅と連携して親元就農も含めて⽀援す
るとともに、伴⾛機関等による研修向け農場の整備、新規就農者への技術サポート等の取
組を⽀援しています。 

このほか、農業経営基盤強化促進法に基づき、⻘年等就農計画を作成し市町村から計画
の認定を受けた認定新規就農者は、令和4(2022)年度は前年度に⽐べ2.3%増加し1万806⼈
となりました。農林⽔産省では、将来において効率的かつ安定的な農業経営の担い⼿に発
展するような⻘年等の就農を促進するため、新規就農施策を重点的に⽀援しています。 
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を活⽤して、トラクター等の必要な機材を揃えており、就農3年⽬には、中古ハウスや農地を借りて
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援するとともに、都道府県が整備している農業経営・就農⽀援センターにおいて相談対応
や専⾨家による経営継承計画の策定⽀援、就農希望者と経営移譲希望者とのマッチングへ
の⽀援を⾏うなど、円滑な経営継承を進めています。 

 
((新新規規就就農農者者数数がが前前年年にに⽐⽐べべ減減少少))  

令和5(2023)年の新規就農者数は、前年に⽐べ5.2%減少し4万3,460⼈となりました(図図表表
22--33--66)。就農形態別で⾒ると、令和5(2023)年の新規⾃営農業就農者は前年に⽐べ3.4%減
少し3万330⼈、新規雇⽤就農者は前年に⽐べ12.0%減少し9,300⼈、新規参⼊者は前年に⽐
べ1.0%減少し3,830⼈となりました。特に新規雇⽤就農者数については、他産業との雇⽤
労働者の採⽤競争や、厳しい経営環境が求⼈数に影響した可能性等が考えられます。 

年齢階層別では、60〜64歳の新規就農者数は、前年に⽐べ20.7%減少し5,350⼈となりま
した。また、将来の担い⼿として期待される49歳以下の新規就農者数は、平成27(2015)年
をピークに減少傾向で推移しており、令和5(2023)年は前年に⽐べ5.8%減少し1万5,890⼈
となりました。さらに、49歳以下の新規就農者数のうち新規雇⽤就農者の割合は、令和
5(2023)年には新規⾃営農業就農者(40.4%)を上回る43.3%を占めており、新規就農者の受
け⽫としても法⼈経営体の役割が⼤きくなっています。 

 

 
 
農業者の減少・⾼齢化が進む中、地域農業を持続的に発展させていくためには、農業の

内外から若年層の新規就農を促進する必要があります。 
このため、農林⽔産省では、農業への⼈材の⼀層の呼び込みと定着を図るため、就農相

談会の開催や、職業としての農業の魅⼒の発信等について⽀援を⾏っています。また、就

図表2-3-6 新規就農者数 

資料：農林⽔産省「新規就農者調査結果」 
注：1) 平成26(2014)年以降については、新規参⼊者は従来の「経営の責任者」に加え、新たに「共同経営者」が含まれる。 

2) 平成26(2014)年以前は当該年の4⽉1⽇〜翌年の3⽉31⽇、平成27(2015)年以降は当該年の2⽉1⽇〜翌年の1⽉31⽇の1年間に新規
就農した者の数値 

3) 令和6年能登半島地震の影響により、令和5(2023)年の新規⾃営農業就農者数及び新規雇⽤就農者数については、⽯川県の7市町(七
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の新規参⼊者数については、⽯川県の6市町(七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、⽳⽔町及び能登町)を除いて集計したもの 
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((農農業業経経営営体体ののううちち担担いい⼿⼿以以外外がが占占めめるる経経営営耕耕地地⾯⾯積積のの割割合合はは3333..55%%))  
令和2(2020)年の農業経営体のうち個⼈

経営体が占める経営耕地⾯積の割合は
76.6%、農業経営体のうち担い⼿以外の準
主業経営体と副業的経営体が占める経営耕
地⾯積の割合は33.5%となっています(図図
表表22--33--99)。 

地域農業の担い⼿となる法⼈経営体や
主業経営体が、離農する経営体の農地を引
き受けて⾷料⽣産や供給を⽀えていますが、
農業経営体のうち担い⼿以外が占める経営
耕地⾯積も依然として⼤きな割合となって
います。このほか、⾃給的農家が保有して
いる農地もあり、⾷料安全保障の確保に向
けて、担い⼿に限らず、担い⼿以外の多様
な農業者による農業⽣産活動が⾏われると
ともに、農業者、地域住⺠等による地域共
同の農地の保全管理活動が重要になってい
ます。 

また、令和2(2020)年の農家数と⼟地持
ち⾮農家数は、平成27(2015)年に⽐べ8.9%
減 少 し 324 万 9 千 ⼾ と な り ま し た (図図表表
22--33--1100)。販売農家数と⾃給的農家数の減少
に⽐べ、⼟地持ち⾮農家数の増加は相対的
に抑えられており、このことから地域に在
住していない⼟地持ち⾮農家の増加が懸念
されています。地域に在住していない場合、
地域の農業委員会が通常の活動で⼟地持ち
⾮農家に接触することが困難であり、地域
の農地を適切に利⽤していくためには、実
態の把握を進めていく必要があります。 
 
((多多様様なな農農業業者者のの取取組組をを促促進進))  

農地を保全し、集落の機能を維持するためには、地域の話合いを基に、担い⼿への農地
の集積・集約化を進めるとともに、農業を副業的に営む経営体等の担い⼿以外の多様な農
業者が重要な役割を果たしていることも踏まえ、これらの者が農地の保全管理を適正に⾏
うことによって、地域において持続的に農業⽣産が⾏われるようにすることが必要です。 

農林⽔産省では、地域の実情に応じた⽣産体制の強化を⽀援するとともに、専⾨的に経
営・技術等をサポートする農業⽀援サービス事業体の育成・活動、農業の有する多⾯的機
能の発揮の促進を図るために地域共同で⾏う農地・⽔路等の保全活動の推進等の取組を⽀
援しています。 

図表2-3-9 農業経営体のうち個⼈経営体等が
占める経営耕地⾯積の割合 

資料：農林⽔産省「2020年農林業センサス」を基に作成 
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図表2-3-10 農家数と⼟地持ち⾮農家数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」を基に作成  
注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値。ただし、平成12(2000)、17(2005)
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((農農業業⾼⾼校校・・農農業業⼤⼤学学校校にによよるる教教育育のの⾼⾼度度化化がが進進展展))  
農業経営の担い⼿を養成する教育機関

のうち、農業⾼校は全ての都道府県、農業
⼤学校1は41道府県において設置されてい
ます。 

このうち農業⼤学校の卒業⽣数について
は、令和元(2019)年度以降はほぼ横ばいで
推移しており、令和5(2023)年度の卒業⽣
数は1,698⼈、卒業後に就農した者は897⼈
(卒業⽣全体の52.8%)となっています(図図
表表22--33--77)。このほか、同年度の卒業⽣全体
に占める⾃営就農の割合は13.8%、雇⽤就
農の割合は33.0%となりました。 

また、近年、GAP2(農業⽣産⼯程管理)
に取り組む農業⾼校・農業⼤学校も増加し
ており、令和6(2024)年3⽉末時点で97の農
業⾼校、28の農業⼤学校等が第三者機関に
よるGAP認証を取得しています。GAPの学
習・実践を通じて、農業⽣産技術の習得に加えて、経営感覚・国際感覚を兼ね備えた⼈材
の育成に資することが期待されています。 

農林⽔産省では、若年層に農業の魅⼒を伝え、将来的に農業を職業として選択する⼈材
を育成するため、スマート農業や有機農業等の教育カリキュラムの強化のほか、地域の先
進的な農業経営者による出前授業等の活動を⽀援しています。 

 
((33))  多多様様なな農農業業者者にによよるる農農業業⽣⽣産産活活動動等等をを通通じじたた農農地地のの確確保保  
((農農業業経経営営体体にに占占めめるる担担いい⼿⼿以以外外のの割割合合はは7755..33%%))  

令和6(2024)年の農業経営体に占める
個⼈経営体の割合は95.4%、準主業経営
体と副業的経営体の占める割合は75.3%
となっており、農業を副業的に営む経営
体等の担い⼿以外の経営体が⼤きな割合
を占めています(図図表表22--33--88)。 

⽣産現場では農業を副業的に営む経営
体等が、地域社会の維持に重要な役割を
果たしている実態がうかがわれます。 

 
 
 

 
1 就農を⽬指す⼈や、経営発展のためにスキルアップを図りたい農業従事者を対象とした研修教育施設。三つの教育課程があり、中

⼼となる「養成課程」の標準的な履修時間は2年間2,400時間(80単位)以上 
2 第2章第4節を参照 

資料：全国農業⼤学校協議会資料を基に農林⽔産省作成 
注：1) 卒業⽣数は、養成課程の卒業⽣数を指す。 

2) 就農者には、雇⽤就農、⾃営就農以外にも農家で継続的に
研修を⾏っている者等が含まれる。⼀度、他の仕事に就い
た後に就農した者は含まない。 

3) 専⾨職⼤学の短期⼤学部の卒業⽣を含む。 

図表2-3-7 農業⼤学校の卒業⽣数 
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図表2-3-8 農業経営体に占める個⼈経営体等
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資料：農林⽔産省「令和6年農業構造動態調査結果」を基に作成 
注：1) 令和6(2024)年2⽉1⽇時点の数値 

2) 標本調査により把握した推定値 

75.3

95.4

0 20 40 60 80 100

個⼈経営体の割合

準主業経営体と副業的
経営体の割合

％

(84万2千経営体)

(66万5千経営体)

132

担い手の育成・確保と多様な農業者による農業生産活動第3節

農村白書2025_1-2.indd   132農村白書2025_1-2.indd   132 2025/05/14   16:41:232025/05/14   16:41:23



 

 

((農農業業経経営営体体ののううちち担担いい⼿⼿以以外外がが占占めめるる経経営営耕耕地地⾯⾯積積のの割割合合はは3333..55%%))  
令和2(2020)年の農業経営体のうち個⼈

経営体が占める経営耕地⾯積の割合は
76.6%、農業経営体のうち担い⼿以外の準
主業経営体と副業的経営体が占める経営耕
地⾯積の割合は33.5%となっています(図図
表表22--33--99)。 

地域農業の担い⼿となる法⼈経営体や
主業経営体が、離農する経営体の農地を引
き受けて⾷料⽣産や供給を⽀えていますが、
農業経営体のうち担い⼿以外が占める経営
耕地⾯積も依然として⼤きな割合となって
います。このほか、⾃給的農家が保有して
いる農地もあり、⾷料安全保障の確保に向
けて、担い⼿に限らず、担い⼿以外の多様
な農業者による農業⽣産活動が⾏われると
ともに、農業者、地域住⺠等による地域共
同の農地の保全管理活動が重要になってい
ます。 

また、令和2(2020)年の農家数と⼟地持
ち⾮農家数は、平成27(2015)年に⽐べ8.9%
減 少 し 324 万 9 千 ⼾ と な り ま し た (図図表表
22--33--1100)。販売農家数と⾃給的農家数の減少
に⽐べ、⼟地持ち⾮農家数の増加は相対的
に抑えられており、このことから地域に在
住していない⼟地持ち⾮農家の増加が懸念
されています。地域に在住していない場合、
地域の農業委員会が通常の活動で⼟地持ち
⾮農家に接触することが困難であり、地域
の農地を適切に利⽤していくためには、実
態の把握を進めていく必要があります。 
 
((多多様様なな農農業業者者のの取取組組をを促促進進))  

農地を保全し、集落の機能を維持するためには、地域の話合いを基に、担い⼿への農地
の集積・集約化を進めるとともに、農業を副業的に営む経営体等の担い⼿以外の多様な農
業者が重要な役割を果たしていることも踏まえ、これらの者が農地の保全管理を適正に⾏
うことによって、地域において持続的に農業⽣産が⾏われるようにすることが必要です。 

農林⽔産省では、地域の実情に応じた⽣産体制の強化を⽀援するとともに、専⾨的に経
営・技術等をサポートする農業⽀援サービス事業体の育成・活動、農業の有する多⾯的機
能の発揮の促進を図るために地域共同で⾏う農地・⽔路等の保全活動の推進等の取組を⽀
援しています。 
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推移しており、令和5(2023)年度の卒業⽣
数は1,698⼈、卒業後に就農した者は897⼈
(卒業⽣全体の52.8%)となっています(図図
表表22--33--77)。このほか、同年度の卒業⽣全体
に占める⾃営就農の割合は13.8%、雇⽤就
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習・実践を通じて、農業⽣産技術の習得に加えて、経営感覚・国際感覚を兼ね備えた⼈材
の育成に資することが期待されています。 
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令和6(2024)年の農業経営体に占める
個⼈経営体の割合は95.4%、準主業経営
体と副業的経営体の占める割合は75.3%
となっており、農業を副業的に営む経営
体等の担い⼿以外の経営体が⼤きな割合
を占めています(図図表表22--33--88)。 
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体等が、地域社会の維持に重要な役割を
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資料：全国農業⼤学校協議会資料を基に農林⽔産省作成 
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